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日本鋳造株式会社 コーポレートガバナンス基本方針 

2018 年 12 月 21 日 

 

１．総則１．総則１．総則１．総則    

 

１－１．目的 

当社は、当社および日本鋳造グループが、持続的な成長および中長期的な企業価値の向上を実現し、 

企業理念を実践するために最良のコーポレートガバナンスを追求しその更なる充実を図ることを目的と 

して、当社取締役会決議に基づき本「コーポレートガバナンス基本方針」を制定した。 

 

１－２．コーポレートガバナンスの基本的な考え方 

(1)当社は、常に最良のコーポレートガバナンスを追求し、その充実に継続的に取り組む。 

(2)当社は、日本鋳造グループの持続的な成長および中長期的な企業価値の向上を図る観点から、次の 

基本的な考え方に沿って、公正・公平・透明なコーポレートガバナンスの充実に取り組む。 

① 株主の権利を尊重し、株主が権利を適切に行使することができる環境の整備と株主の実質的な 

平等性の確保に取り組む。 

② 株主のほか、従業員、お客様、取引先、債権者、地域社会をはじめとした様々なステークホル 

ダーの利益を考慮し、それらステークホルダーと適切に協働する。 

③ 会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。 

④ 取締役会による業務執行の監督機能の実効性確保に努める。 

⑤ 持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、株主との間で建設的な対話を行う。 

(3)当社は、日本鋳造グループのすべての役員・社員が共有し、あらゆる活動の拠り所となる経営の基 

本原則として、経営理念と行動規範を以下のとおり定める。 

    

   「経営理念」 

日本鋳造は、自ら培った技術により、より高い価値・サービスを社会に提供し、貢献していきます。 

また、それを実行するために社員全員がプライドを持って努力し続けていきます。 

 

    「行動規範」 

1.うそをつかない 

2.手を抜かない 

3.まわりの人に配慮し思いやりの気持ちを持とう 

4.お互い協力しあって仕事しよう 

5.奉仕と感謝 

 

１－３．制定および見直し 

本基本方針は当社取締役会がこれを定め、必要に応じて見直すものとする。 
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２．ステークホルダーとの関係２．ステークホルダーとの関係２．ステークホルダーとの関係２．ステークホルダーとの関係    

 

２－１．株主との関係 

(1) 株主の権利確保 

    当社は、当社の株主をその有する株式の内容および数に応じて実質的に平等に取り扱い、株主総 

会における議決権をはじめとする株主の権利の行使を事実上妨げることのないよう配慮し、これら 

の権利が実質的に確保されるよう適切な対応を行う。 

(2)株主総会 

① 当社は、株主が株主総会議案の十分な検討期間を確保し、適切に議決権を行使することができ 

るよう、定時株主総会の招集通知を株主総会開催日の３週間前までに発送するよう努めるとと 

もに、発送に先立ち当社ホームページに当該招集通知を掲載する。 

② 当社は、より多くの株主が株主総会に出席できるように開催日、開催時刻、開催場所を設定す 

る。 

③ 当社は、株主総会での会社提案議案に相当数の反対票が投じられた場合には、原因等を分析し 

取締役会に報告する。 

(3)株主および投資家との建設的な対話 

① 当社は、株主および投資家との対話を通じて持続的な企業価値の向上に資するように努める。 

その責任部署は人事総務部とする。 

② 株主および投資家との対話を担当する責任者として担当役員および人事総務部部長がその任に 

あたるとともに、人事総務部が中心となり、対話を補助する関連部署と適切な情報交換を行う 

等有機的な連携を確保する。 

③ 対話において得られた意見や質問等は、定期的に集約して取締役・監査役に報告し情報共有に 

努める。 

④ 対話に際しては、インサイダー情報の漏洩防止、フェアディスクロージャーに努める。 

(4)資本政策の基本方針 

① 当社は、株主価値の持続的な向上を目指し、収益基盤維持強化のための設備更新に加え、拡大 

する事業機会での成長投資とリスクに適切に対応するため、必要となる十分な株主資本の水準 

を保持する。 

② 当社は、株主への利益還元を最重要課題の一つと考えており、経営基盤の強化及び将来の事業 

展開に備えるための内部留保の充実等を勘案した上で、株主の皆様方に対する利益還元を実現 

していくことを基本方針とする。 

(5)株式の政策保有および政策保有株式に係る議決権行使に関する基本方針 

① 当社は、営業取引等の円滑な推進を目的として政策保有株式を保有するが、保有目的および保 

有に伴うメリットを勘案し保有対象を厳選する。また、取締役会において定期的に保有の適否 

について検証し、その結果を開示する。 

② 政策保有株式に係る議決権行使については、当該会社株主としての利益最大化が毀損されるこ 

とがないと判断した議案に対して賛成する。 

③ 当社は、政策保有株主との間においても経済合理性を踏まえた取引を行う。また、政策保有株 

主からその株式の売却等の意向が示された場合に売却等を妨げることはしない。 



 3 

 (6) 株主の利益に反する取引の防止 

① 当社と取締役との間の競業取引や利益相反取引は、取締役会規則の定めにより取締役会の決議 

事項として明示し、当該取引を行うにあたっては、会社および株主共同の利益を害することの 

ないよう、取締役会において当該取引の合理性・妥当性等について審議し、承認を得るものと 

する。 

② 当社は、前項に定める取引について重要な事実を法令に従い適切に開示する。 

③ 当社は、当社関係者が内部者取引を行うことを未然に防止するため、未公表の重要事実の取り 

扱いに関する規程を定め、これを厳格に運用する。 

 

２－２．株主以外のステークホルダーとの関係 

(1)ステークホルダーとの関係 

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のため、当社の株主のみならず、日本鋳造グ 

ループの従業員、お客様、取引先、債権者、地域社会をはじめとする様々なステークホルダーの利 

益を考慮し、良好かつ円滑な関係の維持に努める。 

(2)従業員との関係 

① 当社は、日本鋳造グループの「経営理念」の実現のため、「行動規範」に則り、従業員を個と 

して尊重し、企業活動において一切の差別を行わず、安全で働きがいのある職場を提供する。 

② 当社は、多様な人材の採用と育成を着実に進める。 

③ 当社は、当社およびグループ会社の従業員等が法令違反行為または企業倫理上問題のある行為 

等についての相談または通報があった場合、守秘義務を遵守し、不利益な取扱を受けることな 

く当社の経営トップ・人事総務部及び社外窓口に行うことができる制度を企業倫理ホットライ 

ンとして整備する。 

 

 

３．適切な情報開示３．適切な情報開示３．適切な情報開示３．適切な情報開示    

 

３－１．適時適切な情報開示の方針 

(1)情報開示 

① 当社は、会社の財政状態・経営成績等の財務情報や経営戦略・経営課題、リスクやガバナンス 

に係る情報等の非財務情報について、法令に基づく開示を適切に行う。当社が開示・提供する 

情報には以下を含むものとする。 

・ 内部統制体制構築の基本方針 

・ 環境・社会・ガバナンス等サステナビリティーに関する情報 

② 当社は、法令諸規則に従い、正確・公平かつ具体的に開示を行う。 
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４．当社のコーポレートガバナンス体制４．当社のコーポレートガバナンス体制４．当社のコーポレートガバナンス体制４．当社のコーポレートガバナンス体制    

 

４－１．当社のコーポレートガバナンス体制に関する考え方 

(1)コーポレートガバナンス体制 

当社は、取締役会において、経営の重要な意思決定および業務執行の監督を行うとともに、監査役会 

設置会社として、監査役および監査役会により、職務執行状況等の監査を実施する。諮問委員会は設 

置していないが、十分な人数の独立社外取締役を含む取締役会を十分に機能させることで、企業規模 

等を考慮した効率性を勘案しながら実効あるガバナンス体制を整備する。 

 

４－２．取締役会および取締役 

(1)取締役会の責務・役割 

① 当社取締役会は、株主に対する受託者責任を踏まえ、会社の持続的成長と中長期的な企業価値 

の向上に責任を負う。取締役会は、法令、定款および取締役会規則等の当社関連規程に従い、 

日本鋳造グループの経営計画や経営の基本方針を含む経営の重要な意思決定を行い、経営全般 

に対する監督を行う。 

② 当社は、社内規程により当社および日本鋳造グループ各社に関わる事項について明確な基準に 

よる決定権限および決定手続きを定め、取締役会での決定を行う。 

(2)取締役会の構成 

① 当社取締役会は、様々な知識、経験、および能力を有する者により構成し、取締役の員数を１ 

５名以内とする。 

② 当社は、独立社外取締役を 2名以上とすることを目指し、企業運営の豊富な経験あるいは有識 

者としての深い知見を有する者等の中から、ガバナンス強化の役割を担う独立社外取締役に相 

応しい人物を選任する。 

③ 当社の社内取締役については、当社または当社以外の相応な会社における経験を通じ、事業に 

関する深い理解と知見を有する者の中から、グループ全体の経営の意思決定および業務執行の 

監督を担うに相応しい見識を持った人物を選任する。 

(3)情報開示および内部統制 

① 当社取締役会は、適時適切な情報開示が行われるよう体制を整備し、その運用を監督する。 

② 当社取締役会は、適切な統制のもとで効率的な業務執行が行われるようにするため、内部統制 

体制の構築に関する基本方針を定め、コンプライアンスやリスク管理等のため、その運用状況 

を監督する。 

(4)取締役 

① 当社の取締役は、定款の定めるところによりその任期を 2 年とし、取締役会がその候補者を決 

定し、株主総会で選任される。 

② 当社の取締役は、株主からの受託者責任を認識し、その期待される能力を発揮し、取締役とし 

ての職務を執行する。 

③ 当社の取締役は、その職務を執行するに十分な情報を収集するとともに、積極的に意見を表明 

して議論を尽くす。 

④ 当社の取締役は、その役割、責務を適切に果たすために必要となる知識の習得、研鑽に努める。 
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(5)社外取締役 

① 当社の社外取締役は、会社法に定める社外取締役の要件だけでなく、取締役会の定める「独立 

性基準」を充足する者から選任する。 

② 当社の社外取締役は、当社の取締役会が決定した経営戦略に照らして、当社の経営の成果およ 

び取締役の業績について、株主をはじめとするステークホルダーの利益の観点から判断し、意 

見を表明する。 

(6)取締役会の議題の設定等 

① 当社取締役会議長は、各回の取締役会に先立ち、取締役会の議題を定め、各取締役および監査 

役に通知するとともに、十分な議論ができる適切な時間を設定する。 

② 当社は、取締役会の議題および議案に関する資料は、取締役会において充実した議論がなされ 

るよう、取締役会に先立って、各取締役および監査役に配布し、必要に応じ説明を行う。 

③ 当社は、取締役会の日程について各取締役および監査役が出席できるよう配慮しつつ年間スケ 

ジュールを決定する。 

(7)取締役会の自己評価 

当社取締役会は、毎年取締役会全体の実効性について分析・評価を行い、その結果の概要を適切 

に開示する。 

 

４－３．監査役会および監査役 

(1) 監査役会および監査役の責務・役割 

① 当社の監査役は、株主に対する受託者責任を踏まえ、会社の独立した機関として、取締役の職 

務執行を監査することにより、会社の健全で持続的な成長の確保と社会的信頼の向上に努める。 

当社の監査役は、その職務の適切な遂行のため、取締役等と意思疎通を図り、必要に応じて意 

見を述べる。また、子会社の取締役等との意思疎通を図り、情報の収集及び監査環境の整備に 

努める。 

② 当社の監査役は、職務上知り得た重要な情報を監査役会において、他の監査役と共有するよう 

に努めるとともに、他の監査役との意見交換を通じて、監査の適正を期する。 

③ 当社の常勤監査役は、その特性を生かし、重要会議への出席のほか業務・財産状況の調査等を 

通じて情報収集に努めるとともに、積極的に監査環境の整備に努める。 

④ 当社の社外監査役は、経営幹部としての豊富な知識・経験を生かして、監査の体制及び機能の 

中立性、独立性を一層高めることを意識し監査の適正を期する。 

⑤ 当社の監査役及び監査役会は、法令に定められた権限を適切に行使することにより、監査の実 

効性を高めるように努める。 

(2)監査役会の構成 

① 当社監査役会は、財務・会計に関する適切な知見を有する者を含み、その員数を４名以内とし、 

その半数以上は社外監査役とする。 

③ 当社は、社外監査役を複数名選任することとし、経営幹部としての豊富な知識・経験を有する 

者等の中から、監査機能の充実の役割を担う社外監査役に相応しい人物を選任する。 

④ 当社の社内監査役については、当社の経営幹部としての豊富な知識・経験を有する者の中から、 

取締役の職務の執行の監査を的確、公正に行うことができる知識および経験を持ち、監査機能 
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を担うに相応しい見識を持った人物を選任する。 

(3) 監査役 

① 当社の監査役は、定款の定めるところによりその任期を４年とし、取締役会が監査役会の同意 

を得た上でその候補者を決定し、株主総会で選任される。 

② 当社の監査役は、株主からの受託者責任を認識し、期待される能力を発揮し、当社のために十 

分な時間を費やし、監査役としての職務を執行する。 

③ 当社の監査役は、その役割、責務を適切に果たすために必要となる知識の習得、研鑽に努める。 

(4)社外監査役 

当社の社外監査役は、会社法に定める社外監査役の要件だけでなく、経営幹部としての豊富な知 

識・経験を有する者等の中から、監査機能の充実の役割を担う社外監査役に相応しい人物を選任す 

る。 

(5)会計監査人および内部監査部門との関係 

① 当社監査役会は、会計監査人および内部監査部門と連携し、十分かつ適正な監査を行う。 

② 当社監査役会は、会計監査人の評価を定期的に行う。必要となった場合には新たな会計監査人 

の選定を行う。また、選定・評価のため、独立性と専門性を含めた適切な評価基準を策定する。 

 

４－４．会計監査人 

(1)会計監査人の責務・役割等 

① 当社および会計監査人は、会計監査人が財務に関する開示情報の信頼性を担保する重要な役割 

を担うことを認識し、会計監査人が当社の取締役、監査役、内部監査部門等と連携し、適正な 

監査を行うことができる体制を確保する。 

② 会計監査人は、独立性と専門性を確保し、会計監査を適正に行うために必要な品質管理の基準 

を遵守する。 

③ 当社は、会計監査人の指摘や意見が適切に経営トップに提供されるよう、会計監査人と経営ト 

ップとの定期的な面談を実施する。 

 

４－５．取締役・監査役に対するトレーニング方針 

(1) 取締役・監査役に対するトレーニング方針 

当社は、取締役および監査役がその役割・責務を適切に果たすために、就任時および継続的に個々 

の取締役・監査役に適合したトレーニングの機会の提供やその費用の支援を行う。特に社外取締役 

および社外監査役に対しては当社の事業内容、業績、財務、経営課題の説明や主要製造拠点の視察 

等も含め情報の提供を行う。 

 

 

以上 


